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 _一構、
論文内容要旨
序論
 本論文は日本における野菜生産地域の形成と発展(地域的変容)に対して野菜市場流通制度
 および野菜市場流通体系の変化がどのような影響を与えてきたかを解明するものである。これ
 まで野菜生産地の地域的変容は,日本経済の著しい発展に伴う野菜生産地域の立地条件(交通
 手段,地価高騰,農業技術,出荷組織)の変化によって説明されてきた。そして,野菜生産地
 は都市の近郊農業地域から遠隔地域へ移動し,遠郊農業,輸送園芸農業が発達していることが
 明らかにされてきた。しかしながら,このような近郊農業,遠郊農業,或は輸送園芸農業といっ
 た農業のそれぞれの定義が曖昧であり,したがってそれらがいかなる契機によってどの時代に
 出現し発展したのかといった点が明らかにされてこなかった。それどころか戦後,生鮮食料品
 の運搬方法や道路条件の改善が進み,トラック利用が普及すると,近郊農業地域の範囲は拡大
 し,その境界がますます不明確となり,さらには遠郊農業という用語もその定義の根拠が失わ
 れ,これにかわって輸送園芸農業なる用語が用いられているようになるという状況が生まれた。
 さらに現在では輸送距離のみによって近郊農業と輸送園芸農業とを区別することが困難である
 といった問題も生じてきている。このような曖昧さと混乱は,野菜が農産物の中でも市場流通
 依存の高い作物であるにもかかわらず地理学において,それらの生産地の変容を市場流通条件
 の変化との関連で見る視点に欠けていたことに起因する。この点を明確にするため本論文では
 市場流通制度・体系の変化の過程をまず明らかにし,その後,それと野菜生産地の変容との関
 係の解明を試みた。
 本論文では日本における市場流通の発展を2つの時期に区分した。即ち,第1期は江戸時代
 から昭和46年までの「卸売市場法」の制定までの期間であり,これを市場流通「制度」の整備
 期と呼んでおく。この時期,大正12年の「中央卸売市場法」の制定を経て野菜の市場流通制度
 が問屋制流通から中央卸売市場制流通へと変わってきた。第2期は昭和46年から現在までの期
 間を言い,これを市場流通「体系」の整備期とした。この時期には第1期末に形成されていた
 市場流通の3大都市(東京,大阪,名古屋)集中体系から全国地方都市に分散する広域市場流
 通体系への転換が行われた。本論文はこのような市場流通の発展経緯と野菜生産地の変容との
 関係,即ち,近郊農業から遠郊農業,遠郊農業から輸送園芸農業への展開との関係を把握した。
 尚,本論文では近郊農業,遠郊農業及び輸送園芸農業を野菜産地と市場流通との対応関係に
 より以下のように定義した。近郊農業とは,最寄りの都市に向け,多様な流通手段を有効に利
 用する野菜生産とする。遠郊農業と輸送園芸農業とは,主として中央卸売市場流通に対応する
 野菜生産であり,前者は少数大都市市場のみに向けて野菜生産を行うものであり,近郊農業に
 対する「遠隔地」野菜生産と言え,後者は多数の全国広域都市市場向けの野菜生産をさすもの
 である。
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 第1章
 明治中期頃から東京市周辺の多くの村は次第に都市向けの野菜栽培を盛んに行うようにな
 り,近郊農村の性格を持ちつつあった。本論文の分析においてもこの時期,東京における「近
 郊農業地域」が形成されつつあることが明らかとなった。さらに,この時期都市における中小
 青果問屋市場はかってない速さで急速に増加し,かっての都市周辺部農村へ進出立地した。こ
 れによって,近郊農業は都市地場市場と結合され,地域的にも他の一般農業地域と明確に区別
 できる空間的広がりを持つようになっていた。大正12年の中央卸売市場の設立により,青果市
 場は中小市場の合併,流通大型化の方向に向かって進展し始めた。この流通の大型化は遠隔地
 (遠郊農業地域)からの野菜供給を増大させる結果をもたらし,近郊農業地域は遠郊農業地域と
 競合することになった。そして,近郊農業は中央卸売市場での優位性を失いつつあった。昭和
 10年東京周辺の7つ農会区の調査報告の分析によって,この頃近郊農業地域はリヤカーなどの
 普及で外延的発展をとげつつも,他方では都市市街地の拡大によって,内側の破壊が進みっつ
 あったことも明かになった。流通の面でも土地利用の生産条件の面からも近郊農業が次第に大
 型化する中央卸売市場流通,拡大する市街地に対応しきれなくなってきていたことが明かに
 なった。
 第2章
 戦後,中央卸売市場制度の3回の改正により,従来の市場をめぐる市場商人と産地農民の関
 係は市場と産地という新しい関係にとってかわられた。市場流通制度の整備が50年代の遠隔産
 地の著しい成長の一つ条件であると考えられる。そしてこの頃,大都市市場に向けて出荷する
 遠隔産地は近郊農業に対する遠郊(式)農業と言る。
 本論文では佐々木の埼玉県三芳村の研究事例,江波戸の東京世田谷粕谷町の研究事例及び農
 林統計資料,中央卸売市場資料を分析することにより1950～1960年代の東京近郊農業が従来の
 ような外延的拡大ではなく,新たな展開を示すようになってきたことを明らかにした。即ち,
 ①近郊農業地域の周縁部において,中央卸売市場向けの遠郊農業的性格を有する野菜大産地が
 形成された。②近郊農業地域内部では,都市の拡大による農業の破壊がさらに進む中で,近郊
 産地は野菜の出荷を中央卸売市場から近くの地場市場及び他の流通に切り替える傾向がみられ
 たの2点である。
 第3章
 本章は1960年代の経済高度成長期から1980年代にかけての野菜作農業地域の変遷を検討し
 た。1960年代末期に流通機構の整備が一段落し,大都市において中央卸売市場流通「制度」が
 確立された。しかも,この時期,高度経済成長を経て,地方都市人口の増大も著しくなってき
 た。また,モータリゼンションの発展により,地方都市でも大都市なみの食生活が要求されて
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 きた。このため当時の地方都市に中央卸売市場を相継いで設立し,その需要に応じるため,ま
 た,この頃弊害が表れつつあった3大都市中央卸売市場を頂点とする市場系列化を抑えるため
 に,1971年「卸売市場法」が制定された。以後の市場の展開は主に全国における中央卸売市場
 「体系」の樹立へと進行した。このような市場流通にみられる転換に注目して,東京市場と仙台
 市場を例に近郊農業から遠郊農業への地位の逆転と1970年代以後の遠郊農業から輸送園芸農業
 への移行について分析を行った。その結果,①東京中央卸売市場においては,1960～61年に南
 関東(東京の近郊農業地域に準ずる)以外の産地からの野菜供給金額が南関東産地のそれを上
 回り,1961～62年には供給量においても同様の変化がみられた。②東京市場向け野菜産地の近
 郊から外への移動については,野菜各種目ごとにそれぞれ異なる移動パターンがみられること
 が明かとなった。即ち,果菜類の多くは全国に飛び地的に産地の移動を行うことが多かった。
 葉菜類のうち,軟弱類野菜は南関東地域内の移動が多く,洋菜類の多くは北関東,中部地方へ
 の移動が特色であった。根菜類の移動は主に南関東以内で行われた。③地方都市である仙台中
 央卸売市場においては,宮城県外産地の野菜供給量が県内産地のそれを上回ったのは1971年で
 あった。これは遠郊農業が多市場向けの輸送園芸農業へ変化した時期と一致する。さらに,本
 章では,高知県,宮崎県などの野菜産地における1970年代の多市場向け出荷体制への変化も示
 唆された。
 また,1966年に制定された野菜指定産地制度は価格保証制度であると同時に特定産地と特定
 消費地とを結びつける制度でもあった。この点で野菜指定産地制度は遠郊農業地域の発展を促
 進する可能性を持っていた。しかしこの制度によって大産地は生産,出荷,通信のための諸設
 備の建設,改善のための援助を受け,それらの改善を経た産地は容易に輸送園芸農業と転換し
 ていった。
 第4章
 本章は中央卸売市場の発達により,輸送園芸農業と近郊農業がどの方向に向けて発展してき
 たかを検討した。事例研究として取りあげたのは輸送園芸農業である長野県の高冷地農業と仙
 台の近郊農業の2つである。
 典型的高冷地農業を行っている南牧村と川上梓山の事例を分析してみると,高冷地農業の野
 菜作が遠郊農業としてスター1・として以来中央卸売市場流通の発達によって大きな影響をう
 け,1960年代初期に想定された野菜一牧草輪作と酪農を結合する「混合農業」への発展は放棄
 せざるを得なく,野菜の単作と大規模拡大の方向へと発展してきた。即ち,作物作付の合理性
 より市場シェアー確保のほうを優先させるということになった。多市場向けの輸送園芸農業が
 発達すると,連作障害を防止する作付方法として基幹野菜と多種目野菜を輪f/Fする作付方法が
 発展してきた。
 仙台市の近郊農業については1970年代以後近郊野菜作地域内での野菜1乍の地域的分化が顕著
 になった。即ち,①1950年代の近郊野菜作の第4圏(最外圏)にあった亘理町において,施設
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 園芸を中心とする多市場向け輸送園芸農業が発達してきた。②仙台市周辺,名取など都市に近
 い地域では仙台市向けの多品種小規模生産の軟弱野菜を中心とする産地が存続・発展している。
 このような地域的変化は第3章で述べた仙台市中央卸売市場における県内,県外産野菜の地位
 の逆転と第2章で述べた1950年代の東京近郊農業地域の変化とは対照的な変化であった。尚,
 ②の流通形態としては農家の個人出荷が多く,様様な形の市場外流通組織を通して行われてい
 ることも明らかになった。そして,かって都市野菜需要量の大部分を供給していた近郊農家は,
 現在では地場流通を利用し,新鮮,完熟,有機栽培,無農薬,便利さといった質の面での利点
 を生かし,輸送園芸が全国的に展開している現在も存続し,一部では新しく発展しつつあるこ
 とが明かとなった。
終章
 以上,本論文において,野菜生産地域の農業経営上或は地域概念上の用語である近郊農業(地
 域),遠郊農業(地域),輸送園芸農業の再定義により野菜生産地域の変容過程を明確にし,日
 本における野菜生産地域が市場流通制度及び体系の変化と密接な関係をもって移動してきたこ
 とが明かとなった。そして大量流通体制によっては多様化,細分化されてゆく野菜の消費需要
 を満足させることができないため,無農薬,新鮮,高級,多品目の供給の要求に応える新たな
 近郊農業の展開の特徴を認めることができた。
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 論文審査の結果の要旨
 従来の日本の野菜生産地域の研究では野菜産地の形成と発展を中心一都市からの距離や輸送
 費を関数とするチューネン的農業立地論に立脚して説明してきた。そこでは野菜産地は近郊農
 業から始まり,遠郊農業,輸送園芸農業へと移動し展開してきたと考えられてきた。しかし流
 通手段の急速な進歩にしたがって産地の数が増してくるとこのような中心一都市向けの農業立
 地理論では野菜産地の空間配置を理解することは困難になってきた。
 郭小洲提出の論文は,日本の野菜生産を市場流通制度と流通体系との関連で分析することに
 より,野菜生産地域の形成発展の経過をより統一的に把握解明しようとしたものである。郭は
 江戸時代から昭和46年の「卸売市場法」制定までを第1期とし日本における流通制度特に3大
 都市の中央卸売市場制度の整備期間であると要約した。そしてそれ以後流通体系が変化した時
 期を第2期とした。これは昭和46年以後の地方中央卸売市場の相継ぐ成立によって全国的中央
 市場向け産地のネットワークが形成された時期である。
 これによって近郊農業は最寄りの都市に向け,多様な流通手段を有効に利用した野菜生産,
 遠郊農業は中心一都市の中央卸市場に対する遠隔地生産,輸送園芸農業は全国多数の中央卸売
 市場に対応する野菜産地であることが区別された。そこで市場流通の第1期には近郊農業地域
 と遠郊農業地域が拡大展開し,第2期に入って全面的に輸送園芸農業への移行を生じたことが
 明らかになった。こうして近時における野菜産地は急速に広域化し大量流通のための大量生産
 体制が組織化されることになり水田の減反はこれに拍車をかけることになった。しかし一方で
 大量流通体制では多様化,細分化,高級化する野菜の消費需要には対応することができないた
 めに無農薬,新鮮,高級品目などの要求に応えるために新たな都市近郊農業の展開の微をみと
 めることができた。
 これは農業地理学に新らたな知見を加えたものであり,郭が自立して研究活動を行なうに必
 要な高度の研究能力と学識を有することを示めしている。よって郭小洲提出の論文は理学博士
 の学位論文として合格と認める。
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